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令和７年度冬渇水の状況について
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水資源部水資源計画課

ここでの｢令和７年度冬渇水｣とは、令和7年秋以降の少雨により、
水管理・国土保全局内に「渇水情報連絡室」を設置した期間（令和7年12月11日～令和8年７月1３日）での渇水を指す



令和７年度 秋以降の気象概要

○2025年秋（９月～11月）の降水量は、低気圧や前線の影響を受けにくかった東日本太平洋側（関東甲信、北陸、
東海）ではかなり少なく、 西日本太平洋側（近畿、四国、九州）では少なかった。

○2026年１月の降水量は、西日本日本海側と西日本太平洋側では、月降水量平年比がそれぞれ41%、9%とな
り、1946年の統計開始以降、1月として1位の少雨となった。

   特に東海、近畿太平洋側、四国、九州南部の12月末からの４週間の地域平均降水量は、過去の同期間と比べて
30年に一度程度の顕著な少雨となった。

※出典：気象庁公表資料をもとに加筆

降水量平年比（％）
2025年秋(9月～11月)

主な地点の降水量

東日本太平洋側
かなり少ない

西日本太平洋側
少ない

降水量平年比（％）
２025年12月26日～2026年1月20日

※特に少雨となっている期間

東海、近畿太平洋側、四国、九州南部

30年に一度程度の顕著な少雨 １

東日本太平洋側
少ない

西日本太平洋側
少ない

西日本日本海側
少ない

降水量平年比（％）
2025年～2026年の冬（１２月～２月）



全国の渇水状況

◯ 全国１０９水系のうち２1水系で渇水調整協議会等の開催、取水制限等の渇水体制がとられた。
◯ 関東(4/28～7/7)、近畿(12/1～5/29)、中部（1/15～4/28）四国（12/25～4/24）、九州（12/11～7/13）地方整備局では渇水対策本部を設置。
◯ 渇水体制がとられた水系のうち、８箇所のダムで貯水率が過去最低を記録

※赤文字は過去最低貯水率を記録した水系、グレー着色は渇水体制が解除されている水系
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※本資料の数値は速報値のため、今後の精査等により変更となる場合があります

【表の注釈】
※１ 本資料でいう取水制限とは、下記いずれかを満たす河川を指すものである

①取水施設からの取水量が制限されている河川
②水源施設からの補給が減量されている河川

※2 ここでの給水制限は、水道の圧力を下げる減圧給水を指す

※３ 令和7年12月11日から現在までの最低貯水率

※４ 平年貯水率と最低貯水率の差（最低-平年）

※平年貯水率について、ダム運用開始以降の最低貯水率と同時期での平均貯水率
 ただし、以下のダムは下記期間における同時期平均貯水率
  下久保ダム：H4～R7
  佐久間ダム：H27-R7
  大島、宇連、豊川全施設：H14-R7
  蓮ダム：H3-R6
  長島ダム：H14-R7
  島地川ダム、佐波川ダム：平成4年以降

  合所ダム、嘉瀬川ダム：近10カ年（H28～R7）

地方 No. 水系・河川名 ダム名

貯水率
水利用における対応

農水 上水・工水

最低貯水率※3 平年差※4 取水制限※１

（最大の制限率）
給水制限※２

北海道 ① 石狩川水系漁川 漁川ダム - -

東北 ② 名取川水系広瀬川 - -

関東 ③ 久慈川水系久慈川 - -

④ 那珂川水系那珂川 - -

⑤ 利根川水系神流川 下久保ダム※ 28.5％ -45.9％ 10% -

 鬼怒川 五十里・川俣・川治・
湯西川ダム

５５．８％ -２４．１％
- -

中部 ⑥ 天竜川水系天竜川 佐久間ダム※ ２１．９％ -２２．５％ 20% -

⑦ 豊川水系豊川 大島ダム※
宇連ダム※

5.2%
0.0%

-８４％
ｰ６８．１％

５０% 上水の減圧給水

⑧ 櫛田川水系櫛田川 蓮ダム※ ４2．７％ -６.６％ - -

⑨ 大井川水系大井川 長島ダム※ ３９．９％ -２４．８％ 10% -

近畿 淀川水系琵琶湖 琵琶湖 -73cm -34cm - -

⑩ 木津川 布目ダム 39.2％ -48.9％ １０％ -

⑪ 紀の川水系紀の川 大滝ダム 5.1％ -57.7％ 15％ 上水の減圧給水

中国 ⑫ 江の川水系江の川 灰塚ダム 60.1％ -31.8％ - -

⑬ 佐波川水系佐波川 島地川ダム※
佐波川ダム※

54.8％
27.5％

-33.0％
-65.7％

10% -

四国 ⑭ 肱川水系肱川 鹿野川ダム
野村ダム

０．６％
４４．８％

-３１．４％
-４０．８％

- -

⑮ 仁淀川水系仁淀川 大渡ダム ０％ -８２．４％ 92.9% 上水の減圧給水

⑯

渡川水系後川
  四万十川
中筋川 中筋川ダム

横瀬川ダム
２４．６％
１７．４％

-４７．６％
-５９．１％

- -

⑰ 那賀川水系那賀川 長安口ダム １８．５％ -５３．６％ ３０％ -

吉野川水系吉野川 早明浦ダム 38.5％ -４０．６％ 2３％ 上水の減圧給水

⑱  銅山川 富郷・柳瀬・新宮ダム 合計48.7％ -合計２０．０％ -

⑲ 重信川水系石手川 石手川ダム ６６．８％ -２１．８％ ２０％ 上水の減圧給水

九州 ⑳ 筑後川水系筑後川 江川ダム
寺内ダム
小石原川ダム
大山ダム
筑後大堰
合所ダム※

24.4％
24.9％
15.1％
１４.3％
2.1％

34.3％

-49.4％
-62.2％
-45.0％
-６７．９％
-97.9％
-59.7％

- 上水の減圧給水

㉑ 嘉瀬川水系嘉瀬川 嘉瀬川ダム※ 39.0％ -34.3% ５～４０％ -



主な水源※1 県 市町村名 水道事業体名 制限年月日※2
影響戸数
（概数含む）

制限日数 影響戸数の延べ日数※3

（影響戸数×制限日数）

豊橋市 豊橋市水道事業 令和7年8月29日～令和８年４月２８日 173,461 243 42,151,000

田原市 田原市水道事業 令和7年12月26日～令和８年４月２８日 22,417 124 2,780,000

豊川市 豊川市水道事業 令和8年1月28日～令和８年４月２８日 77,000 91 7,007,000

蒲郡市 蒲郡市水道事業 令和8年1月29日～令和８年４月２８日 33,271 90 2,994,000

紀の川水系 奈良県
企業団水道事業のうち吉野町､下市町
を除く24市町村

奈良県広域水道企業団水道事業 令和８年３月31日～令和８年５月２９日 381,449 60 22,887,000

令和8年1月30日～令和８年３月５日 142,000 35 4,970,000

令和8年4月10日～令和８年４月２４日 142,000 15 2,130,000

吉野川水系 香川県
高松市 (牟礼町、庵治町、国分寺町、香
川町、香南町及び塩江町を除く)

香川県広域水道企業団水道事業 令和８年２月９日～令和８年４月２４日 170,600 75 12,795,000

仁淀川水系 高知県 高知市 高知市水道事業 令和８年２月12日～令和８年３月２日 62,546 19 1,188,000

福岡市 福岡市水道事業 令和8年1月29日～令和8年7月13日 664,000 166 110,224,000

春日市
那珂川市

春日那珂川水道企業団 令和8年1月29日～令和8年7月13日 24,034 166 3,990,000

大野城市 大野城市水道事業 令和8年1月15日～令和8年7月13日 47,706 180 8,587,000

太宰府市 太宰府市水道事業 令和8年1月29日～令和8年7月13日 27,058 166 4,492,000

筑紫野市 筑紫野市水道事業 令和8年1月28日～令和8年7月13日 41,541 167 6,937,000

糸島市 糸島市水道事業 令和8年２月２日～令和8年7月13日 34,988 162 5,668,000

篠栗町 篠栗町水道事業 令和8年２月２日～令和8年7月13日 13,574 162 2,199,000

古賀市 古賀市水道事業 令和8年２月13日～令和8年7月13日 21,578 151 3,258,000

志免町 志免町水道事業 令和8年２月12日～令和8年7月13日 21,356 152 3,246,000

粕屋町 粕屋町水道事業 令和8年２月13日～令和8年7月13日 21,479 151 3,243,000

須恵町 須恵町水道事業 令和8年２月13日～令和8年7月13日 946 151 143,000

宇美町 宇美町水道事業 令和8年２月13日～令和8年7月13日 15,137 151 2,286,000

新宮町 新宮町水道事業 令和8年２月13日～令和8年7月13日 13,947 151 2,106,000

2,152,088 255,281,000

重信川水系 愛媛県 松山市 松山市水道事業

筑後川水系 福岡県

豊川水系 愛知県

◯ 渇水体制がとられた水系※のうち、愛知県、奈良県、愛媛県、香川県、高知県、福岡県の４5市町村で水道の圧
力を下げる給水制限を実施※P２に記載の水系

◯ 影響戸数は約21５万戸、延べ影響戸数は合計約２億５５00万戸・日

渇水による水道への影響

（引用）国土交通省 水管理・国土保全局 上下水道HP｢渇水に伴う給水制限情報｣を元に水道事業課作成
３

※1 地下水、沢水を水源とする市町村は除く
※2 令和8年７月13日時点で集計
※3 千単位で四捨五入

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/stf_seisakunitsuite_bunya_topics_bukyoku_kenkou_suido_kikikanri_dangensui.html


渇水情報連絡室の設置

◯ 国土交通省では、関東から九州の太平洋側を中心とした少雨傾向により、近畿地方整備局および九州地方整
備局に渇水対策本部が設置されたことを踏まえ、渇水情報の収集・連絡体制を強化するため、令和７年12月
11日、水管理・国土保全局内に「渇水情報連絡室」を設置した。（令和７年１２月１１日～令和８年７月１３日までの21５日間）

◯ 全国の渇水状況をとりまとめ、国土交通省ＨＰ「渇水情報総合ポータル」において情報発信を実施。

国土交通省ＨＰ「渇水総合情報ポータル」

節水チラシ

全国の
渇水状況

各地方整備局の
渇水状況など
（協議会,体制など）

渇水関連情報
(気象、ダム貯水率など)

水位：-72cm
（同時期平均※-40㎝）

琵琶湖の水位（12月11日時点）

筑後川水系三ダム（江川・寺内・小石原ダム）の貯水率（12月9日時点）

※近畿地方整備局ＨＰ「琵琶湖水位・ダム貯水率」より引用

※水資源機構筑後川局ＨＰ「水源情報」より引用

※平成4年～令和5年の平均

貯水率：56%
（平年値：65%）

４

近畿地方整備局管内

九州地方整備局管内

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizukokudo_mizsei_kassui_portal.html
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizukokudo_mizsei_kassui_portal.html


豊川水系の渇水対応

気象状況

◯ 令和7年10月から令和8年3月までの累計降水量は平年比68％。11月～2月の累計降水量は観測開始以降、2番目に少ない。
◯ 令和8年3月17日には宇連ダムは枯渇（貯水率０％）し、宇連ダム運用開始(昭和43年)以来初めてとなる、最低水位以下の貯留水の活用を実施。
◯ 異常渇水時における水利使用の調整、方法を協議するために、豊川緊急渇水調整協議会を2回開催（2月19日、3月27日）し、緊急対策を決定。
◯ 令和8年3月27日には豊川流域における節水対策が限界に近づいたことから中部地方整局の仲介により愛知県と静岡県による三者会談を実施し、

両県の現状について理解を深め、渇水被害の軽減に向けて、連携・調整していくことを確認。
◯ 豊川緊急渇水調整協議会から天竜川水利調整協議会、矢作川水利調整協議会へ協力要請を行い、両協議会から承諾を得て天竜川（静岡県）から
豊川（愛知県）への佐久間導水による緊急導水、矢作川（愛知県）から豊川（愛知県）へ水道水の水融通を行う幸田蒲郡線の緊急使用等を決定。
 また、水機構によりきめ細かな流況監視および施設操作等を実践した。

◯ 節水強化に伴い東三河５市（豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市）では、「夜間、水道ノータッチ運動」など、河川管理者や利水者によ
る節水広報を実施し、生活に深刻な影響を与える断水を回避。

今回の豊川渇水に対し、設楽
ダムが完成していれば、ダム
からの補給により渇水を回避
できたと推定

※本資料の数値は速報値のため、今後の精査等により変更となる場合があります

渇水の影響
【河川】
節水対策（８月29日～４月28日）※243日間
最大 農水50%、工水:50%､上水:30%

【水道用水】
減圧給水（８月29日～４月28日）※243日間
合計 約30万世帯

【工業用水】
操業時間の短縮や生産調整等の実施、
循環水の利用率の強化、井戸水の活用等

【農業用水】
井戸ポンプの稼働、
JA 及び土地改良に対して田植え時期の延期
の依頼等

【市民】
公共施設(地域福祉センター入浴施設など)の休止、
夜間水道ﾉｰﾄｯﾁ運動(午後11時～午前5時)等

設楽ダムが完成した時の効果（事業中 令和16年度完成予定）【緊急渇水対策内容】
• 宇連ダムにおける最低水位以下の貯留水の活用

 (3月17日～3月25日)

 ※宇連ダム運用開始以来初めて
• 他水系からの水融通
佐久間導水による緊急導水 (4月25日～4月27日)

 ※期間外の運用は昭和60年2月以来2度目
幸田蒲郡線の緊急使用 (3月28日～4月27日)

 ※渇水対策では初めて
• 下流利水に影響の範囲での豊川自流の有効活用
• 利水者間の水融通
• 既得水利権者に対する節水への協力要請 等

融通した水量は約300万m3

■豊川用水の水利用情報■

【水道】
・愛知県の５市約７２万人の水道用水の約７
割（約５１万人）を供給
出典：｢愛知県の水道(水道年報)｣（愛知県）

【農業】
・愛知県東三河地域と静岡県湖西地域の６
市の約17,164ヘクタールの農地に農業用
水を供給
・供給地域の１つである田原市は、市町村別
農業出荷額５年連続(H26～R1)全国１位
出典：｢令和５年市町村別農業生産額(推計)｣（農林水産省）

【工業】
・豊橋港を中心とする地域の鉄鋼、食料品、
輸送機械器具製造等の８０の事業所に工業
用水を供給
製造品出荷額約７．５兆円
出典：｢経済構想実態調査(製造事業所調査)｣（経済産業省）

渇水対応

取水制限２４３日間（8/29～4/28）
最大：農水50％、上水30％、工水50％

累計降水量は平年比68％（10月～3月）
11月～2月の降水量は観測開始以降、2番目に少ない。

５

今回の豊川渇水に対し、
設楽ダムが完成していれば、
ダムからの補給により
渇水を回避できたと推定



◯ 筑後川流域では、令和７年９月以降の月間降水量が７ヶ月連続で平年値を下回る少雨傾向が続き、特に令和７年10月から令和８年２月の５ヵ月間の降水量は江
川ダムが管理開始された昭和50年以降で最少を記録。

◯ 福岡県・佐賀県・大分県をはじめとする関係機関と調整のうえ、計５回の渇水調整を実施。
◯ 令和8年1月15日にダムの貯留水を効率的に活用するため、６施設

※１
の全ての利水容量の統合運用を決定。 ※１ 江川ダム、寺内ダム、筑後大堰、合所ダム、大山ダム、小石原川ダム

◯ 令和８年２月1３日には、６施設の合計貯水量が１５％程度となり、まとまった降雨がなければ、６施設の枯渇が想定されたことから、都市用水の断水回避等を目
的に、小石原川ダムの運用開始（令和３年度）以降初めて渇水対策容量※２（1870万㎥）の一部活用

※３
が決定。

※２ 異常渇水時の緊急水の補給のために備蓄した容量
※３ 渇水対策容量1870万m3のうち、取水制限の強化による都市用水の断水を回避することを目的として概ね 300万m3、瀬ノ下地点の河川流量を可能な限り確保することを目的として概ね600万m3を、それぞれ上限として活用。

◯ 関係機関では、自主節水を呼びかける啓発活動
※3

を実施するほか、海水淡水化施設や五ケ山ダムの渇水対策容量、山口調整池の活用に取り組んだ。
※４ ①HP・SNS、マスメディア等の活用、②節水PR街頭キャンペーンの実施

◯ 福岡県14市町にて減圧給水はされたものの、これらの取組により上水道の断水は回避された。
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堆砂
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筑後川水系の渇水対応

出典：水資源機構筑後川局ホームページに加筆

■小石原川ダムの渇水対策容量活用

小石原川ダムの渇水対策容量（1,870m3）の一部活用を
小石原川ダムの運用開始（令和3年度）以降初めて決定

渇水対応

渇水調整による効果

①６施設統合運用・取水制限強化により枯渇時期を延命

②小石原川ダムの渇水対策容量活用により枯渇時期を延命

①

②

■6施設の全ての利水容量を統合し、運用
・集水面積が広く、回転率の良い筑後大堰を優先使用
・その他施設は降雨による貯留状況を考慮し、使用

■6施設統合運用

気象状況

【水道】
・福岡県の60市町村（２９市２９町２村）のうち給水人口
約３２６万人の1９市10町のエリアに水道用水を供給。
出典：｢福岡県の水道 令和6年度｣（福岡県）

・佐賀県の２０の市町（１０市１０町）のうち給水人口
約１１万人の２市４町のエリアに水道用水を供給。
出典：｢佐賀県の水道 令和6年度｣（佐賀県）
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【漁業】
・上中流ではアユ漁、下流ではエツ漁が営まれ、筑後川
に流れ込む有明海のノリ養殖は全国的にも有名で、
福岡県と佐賀県のノリ生産量は全国の約４割。   
出典：｢筑後川水系河川整備基本方針｣（令和７年３月）

【農業】
・久留米市や佐賀市をはじめとして、筑後川に依存する
かんがい面積は約55,000haに達しており、農業用
水を供給。
出典：｢筑後川水系河川整備基本方針｣（令和７年３月）

渇水の影響
【河川】
取水制限（1月16日～7月13日）※179日間
最大 上水:福地区55％・県南15%・佐東10%

【水道用水】
 減圧給水（1月15日～7月13日）※179日間
 影響人口 約185万人

【農業用水】
九州農政局が調整役となり、福岡県・佐賀県を
介して各土地改良区へ河川の流況悪化を想定
した方策検討を依頼

【市民】
公共施設(福祉施設（浴場・プール）)の休止

■筑後川水系の水利用情報■

■筑後川水系ダム群連携事業

（事業中 令和1９年度完成予定）

筑後川本川の流量が豊富な時に
佐田川に導水し、寺内ダム・江川
ダム・小石原川ダムの空き容量を
活用し、不特定用水を確保。

筑後川水系ダム群連携事業が完成し、不特定用水を
補給していれば瀬ノ下地点で40m3/sを下回ること
は無かった

※筑後川の開発基準流量は瀬ノ下地点において40m３/sであり、それ
 を下回ると想定された場合に補給（不特定）がはいることとなる。

※流況等はすべて速報値かつ計画時点の条件での検討結果であり、
 今後変更となる可能性がある。

補給

※３０日程度は瀬ノ下地点
 で４０m３/sまでの補給
が可能との試算



気象状況

渇水の影響
【河川】
節水対策（12月25日～3月3日）※69日間
最大 農水92.9%、上水:50%

【水道用水】
減圧給水（2月12日～3月2日）※19日間
合計 約6.3万世帯

【農業用水】
井戸ポンプ稼働による加水の実施
各分岐で堰板を調整し、日替わり通水を実施

【市民】
応急給水栓の利用（一部地域）

ダムの底水活用12日間
（1月31日～2月11日）

累計降水量は平年比54％（11月～1月）
大渡ダムの運用開始以降で第2位の少雨

取水制限69日間（12/25～3/3)
農水92.9%、上水:50%

ダムの効果

渇水対応

仁淀川水系の渇水対応

利水者からの緊急取水要請

◯ 令和7年11月以降、仁淀川流域では１１月～１月の降雨量が大渡ダムの運用開始した昭和６２年以降で第2位の少雨を記録。
◯ 仁淀川水系渇水対応タイムライン（令和5年10月作成）を活用し以下の対応を実施。関係機関と調整・合意が円滑に進められた。
◯ 渇水の影響を軽減する対策を協議・決定するため、高知県・高知市、土地改良区をはじめとする流域の関係者と仁淀川渇水調整協議会を計５回開催。
◯ 令和７年１１月１１日時点大渡ダム貯水率１００％から減少し、１２月２５日には貯水率５０％を下回ったことから取水制限を開始し、その後段階的に取水制

限率を強化した。
◯ 令和8年1月31日には大渡ダム管理開始以降初となる貯水率0％となり、利水者からの緊急取水要請に応じ大渡ダムの運用開始以降はじめて堆砂容量

内貯留水の活用を実施した。
◯ これらの取組により、11月22日以降、大渡ダムから合計約33,500千m3切れ目なく補給を行い、上水道の断水や４月１日から始まる不特定かんがい

の補給量増加への影響を回避。

（左から高知県吾南土地改良区理事長 前
田 眞作、高知市長 桑名 龍吾、四国地方
整備局長 豊口 佳之、土佐市土地改良区
理事長 板原 啓文）

■仁淀川水系の水利用情報■

【水道】
・高知県高知市の約13万人の水道用水の約6割
（約7.8万人）を供給
出典：高知市上下水道局

【農業】
・仁淀川流域の約14,000ヘクタールの農地に農
業用水を供給し、稲作や施設園芸に利用
出典：仁淀川水系河川整備計画

・稲作は、その温暖な気候を生かし超早期米を栽
培し、全国に先がけて新米を出荷
出典：JA高知県HP

■ダムの底水活用（1月31日～2月11日）

大渡ダム補給量（3,300万m3）
11月２２日～１月３０日

大渡ダム異常渇水補給（50万m3）
１月３１日～２月１１日

ダムの底水を活用し異常渇水補給を行うことで切れ目ない補給
を実現（合計33,500千m3の補給）

７
※本資料の数値は速報値のため、今後の精査等により変更となる場合があります

■渇水対応タイムラインの活用

渇
水
の
深
刻
度

渇水関係機関（河川管理者、自治体、利水者等）

渇水の深刻度に応じて
関係機関が講ずる対応

（渇水調整協議会の開催、
取水制限、ダムの底水活用など）

仁淀川水系渇水対応タイムライン



現在の渇水状況

◯ 令和８年４月以降のまとまった降雨により渇水の解消が進み、３月末時点で14水系で渇水対応※がとられてい
たが、７月1３日時点では３水系と全国的に渇水が改善された。※渇水調整協議会等の開催、取水制限等の実施

地方 No. 水系・河川名

北海道 ① 石狩川水系漁川

東北 ② 名取川水系広瀬川

関東 ③ 利根川水系鬼怒川

３月30日時点 ７月１３日時点

①

③

⑪

④
⑧

⑤⑨
⑦

⑥
②

⑩
⑬

⑫
⑭

14水系 ３水系

地方 No. 水系・河川名

関東 ① 久慈川水系久慈川

中部 ② 大井川水系大井川

③ 天竜川水系天竜川

④ 豊川水系豊川

⑤ 櫛田川水系櫛田川

近畿
⑥

淀川水系琵琶湖
木津川

⑦ 紀の川水系紀の川

中国 ⑧ 佐波川水系佐波川

四国 ⑨ 肱川水系肱川

⑩
渡川水系後川

  四万十川
中筋川

⑪ 那賀川水系那賀川

⑫
吉野川水系吉野川

 銅山川

九州 ⑬ 筑後川水系筑後川

⑭ 嘉瀬川水系嘉瀬川

降水量平年比（％）

東日本太平洋側
多い

西日本太平洋側
かなり多い

西日本日本海側
多い

８

東日本太平洋側
かなり多い西日本太平洋側

かなり多い

北日本太平洋側
かなり多い

北日本日本海側
多い

西日本日本海側
多い

※出典：気象庁公表資料をもとに加筆

４月 ５月 ６月

渇水の状況

③

②

①

多

少



豊川水系宇連ダム 令和８年３月２５日撮影
運用開始(昭和43年) 以来初めて貯水率０％

◯ 水は限りある資源です。
◯ 限りある資源を大切に使い、渇水時には特に節水へのご協力をお願いします。

９

おわりに

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/content/001972185.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/content/001972185.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/content/001972185.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/content/001972185.pdf
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